「働き方改革ガイドライン案に関する意見」

[bookmark: _GoBack]氏　　名　愛知県高等学校教職員組合　　　　　　分会

　職　　業　団体

　住　　所　〒４６０－０００７　愛知県名古屋市中区新栄１－４９－１０　愛知県教育会館

　電話番号　０５２－２６１－８１５５

　意　　見　　給特法の原則に立って、時間外勤務は命じられないことを明記すべきと考えます。
　　　　　　教員の専門性にもとづき自発性・創造性による教育をすすめるために、この視点をは重視されるべきです。
その上で、それでもなお生じる時間外勤務があることを認めるのであれば、時間外勤務手当を支給できるように給特法を改正することを明記すべきです。給特法により、教員の勤務が「定額働かせ放題」になっている現状をふまえれば、長時間過密労働を解消するためには、給特法の改正が必要不可欠です。
　以上の点を踏まえた上で、上限規制をするのであれば、違反した場合の罰則規定を含めた上限規制が守られる実効ある施策とセットで示されるべきです。また、勤務時間は重要な労働条件であることから、教職員組合との誠実な協議を前提とすることを明記すべきです。
　これらの点についての言及がなく、時間外勤務時間の上限の「目安」のみを示すだけでは、深刻な長時間過密労働の実態は解消されません。
また、「働き方改革ガイドライン案」では、「特例的な扱い」として、いわゆる「過労死ライン」の「月80時間」から「月100時間」の時間外勤務を認めていますが、これは、際限のない長時間労働に道を開き、教職員の過労死を容認・促進するものであり、断じて容認できません。
